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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。  

３．平成20年度第２四半期連結累計期間、平成20年度第２四半期連結会計期間ならびに平成19年度の潜在株式調

整後１株当たり四半期（当期）純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。  

決算年度 
平成20年度 

当第２四半期 
連結累計期間 

平成20年度 
当第２四半期 
連結会計期間 

平成19年度 

会計期間 
自平成20年４月１日 
至平成20年９月30日 

自平成20年７月１日 
至平成20年９月30日 

自平成19年４月１日 
至平成20年３月31日 

売上高（百万円） 615,784 311,507 1,347,841 

経常利益（百万円） 27,497 5,519 63,263 

四半期（当期）純利益（百万円） 11,720 1,420 19,093 

純資産額（百万円） － 485,224 471,446 

総資産額（百万円） － 1,137,613 1,139,165 

１株当たり純資産額（円） － 2,346.83 2,277.45 

１株当たり四半期（当期）純利益

（円） 
59.69 7.23 97.24 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益（円） 
－ － － 

自己資本比率（％） － 40.5 39.3 

営業活動によるキャッシュ・フロ

ー（百万円） 
20,766 － 112,060 

投資活動によるキャッシュ・フロ

ー（百万円） 
△35,846 － △50,770 

財務活動によるキャッシュ・フロ

ー（百万円） 
△31,188 － △70,663 

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円） 
－ 273,200 316,414 

従業員数（人） － 93,279 88,925 
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２【事業の内容】 

 当第２四半期連結会計期間において、エプソングループ（以下「エプソン」という。）が営む事業の内容につい

て、重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

（1）連結会社の状況 

 （注）従業員数は、就業人員数であります。 

（2）提出会社の状況 

 （注）従業員数は、就業人員数であります。 

平成20年９月30日現在

従業員数（人） 93,279   

平成20年９月30日現在

従業員数（人） 13,260   
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第２【事業の状況】 

１【生産、受注及び販売の状況】 

（1）生産実績 

 当第２四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 （注）１．上記金額は、販売価格により示しており、セグメント間の取引については、相殺消去しております。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．上記金額には、外注製品仕入高等が含まれております。 

（2）受注実績 

 エプソンでは、製品の性質上、原則として見込生産を行っているため、該当事項はありません。 

（3）販売実績 

 当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 （注）１．セグメント間の取引については、相殺消去しております。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．総販売実績に対する販売割合が10％以上の相手先はありません。 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 

情報関連機器事業 229,828 

電子デバイス事業 83,869 

精密機器事業 21,474 

その他の事業 225 

合計 335,398 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 

情報関連機器事業 199,794 

電子デバイス事業 88,601 

精密機器事業 22,100 

その他の事業 1,010 

合計 311,507 
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２【経営上の重要な契約等】 

 当第２四半期連結会計期間において、新たに締結した重要な契約は次のとおりであります。 

 当社が締結している相互技術援助契約 

３【財政状態及び経営成績の分析】 

（1）業績の状況 

 当第２四半期連結会計期間（３ヶ月）における経済環境を顧みますと、米国経済は金融不安の高まりに加えて、

コア物価や失業率の上昇、個人消費の減少傾向も見られるようになり、景気後退局面入りの懸念が大きくなりまし

た。また、欧州でも景気は弱含んでおり、アジアでは中国などで景気拡大が続いたものの、世界の景気は減速の動

きに広がりが見られました。日本におきましても世界景気の減速にともない輸出や生産活動が減少し、また、設備

投資の弱含みや企業収益の減少なども見られ、足踏み状態にあった景気は弱含んできました。 

 エプソンの主要市場におきましては、インクジェットプリンタ市場はアジアを除く地域では前年割れで推移しま

した。ドットマトリクスプリンタ市場は、欧米・日本では縮小傾向にあるものの、中国・東南アジア・南米などで

の市場拡大により堅調に推移しました。POSシステム関連の市場は、米国経済の減速にともない、大型小売店によ

る投資抑制の影響が見られました。 

 プロジェクター市場は、ビジネス向けが主に教育用途の需要増加により堅調に推移しました。同時に小型・高輝

度・高精細な商品への需要が拡大しています。また、ホームシアター向けの市場は、大画面薄型TVの低価格化が進

行したことにより、前年度は伸びが鈍化していましたが、このところ持ち直してきました。 

 中・小型液晶ディスプレイの主要な用途である携帯電話端末市場は、中国・インドをはじめとするアジア・アフ

リカ・中東地域などの新興国における低価格帯を中心とした新規需要は拡大した一方で、欧米を中心とした第３世

代携帯電話端末の買換え需要は景気減速の影響により鈍化しました。また、PDAフォンは、業務用途として導入を

進める企業が増加しています。そのほか、デジタルカメラ（DSC）やポータブルメディアプレーヤー（PMP）の市場

も拡大しましたが、景気減速などにより伸びは鈍化傾向にあります。 

 なお、情報関連機器事業セグメントと電子デバイス事業セグメントにおける商品については、全般的に競争激化

による価格低下や低価格帯への需要シフトが継続的に起きています。 

 精密機器事業セグメントの市場におきましては、ウオッチと半導体製造装置の需要は景気減速の影響が見られ、

また、眼鏡レンズでは低価格化が進行しました。 

 こうした事業環境のもとで、エプソンでは次のような施策に取り組んでいます。まず、インクジェットプリンタ

事業については、競争力の高い商品の投入とプリントボリュームの拡大を意識したマーケティングにより、引き続

き販売数量の増加を目指しています。また、将来の収益の柱へと育てるべく、マイクロピエゾテクノロジーの強み

を活かせるビジネス・産業分野への取組みも引き続き強化しています。 

 一方、構造改革の過程にある中・小型液晶ディスプレイ事業については、経営資源をアモルファスシリコンTFT

液晶ディスプレイ（αTFT）と低温ポリシリコンTFT液晶ディスプレイ（LTPS）へと一層集中させるとともに、前年

度に引き続き携帯電話向け以外の需要を取り込み、携帯電話向け端末の需要への依存度を引き下げることによっ

て、事業構造の転換を図っています。 

 当第２四半期連結会計期間の米ドルおよびユーロの平均為替レートは、それぞれ107.66円および161.93円と前年

同期に比べ、米ドルでは8.7％の円高、ユーロではほぼ前年同期並みの水準で推移しました。 

 以上の結果、当第２四半期連結会計期間の売上高は311,507百万円、営業利益は5,634百万円、経常利益は5,519

百万円、四半期純利益は1,420百万円となりました。 

 事業の種類別セグメントごとの業績は、次のとおりであります。 

（情報関連機器事業） 

 プリンタ事業におきましては、インクジェットプリンタ（消耗品を含む。以下、各種プリンタにおいて同じ。）

はコンシューマー向けの数量が増加しましたが、低価格品の構成比が上昇したことや円高の影響を受けました。タ

ーミナルモジュールは、大型小売店向けプリンタの数量が減少しました。ページプリンタは、景気減速の影響や低

価格機から高付加価値機への集中を進めたことにより数量減少となりました。これらの結果、プリンタ事業全体で

は減収となりました。 

 映像機器事業におきましては、液晶プロジェクターが市場成長以上に数量増加となりましたが、ビジネス向けに

おいては価格低下や円高の影響を受けました。これらの結果、映像機器事業全体では減収となりました。 

契約会社名 相手方の名称 国名 契約内容 契約期間 

当社 キヤノン株式会社 日本 
情報関連機器に関する

特許実施権の許諾 

平成20年８月22日から

対象特許の満了日まで 
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 情報関連機器事業セグメントの営業利益につきましては、インクジェットプリンタと液晶プロジェクターの価格

低下やターミナルモジュールの数量減少などにより減益となりました。 

 以上の結果、当第２四半期連結会計期間の情報関連機器事業セグメントの売上高は200,387百万円、営業利益は

4,297百万円となりました。 

（電子デバイス事業） 

 ディスプレイ事業におきましては、αTFTは主に携帯電話端末、PDAフォン、PMP向けの需要が増加しました。

LTPSは、採算の厳しいDSC向けの数量を減らした一方で、ハイエンド携帯電話端末向けの需要を取り込むことがで

きました。また、事業終結予定のMD-TFD液晶ディスプレイ（TFD）と生産体制を大幅に縮小する予定のカラーSTN液

晶ディスプレイ（CSTN）はそれぞれ数量減少となりました。これらの結果、ディスプレイ事業全体としては減収と

なりました。 

 水晶デバイス事業におきましては、携帯電話端末、DSC向けなどに数量増加となりましたが、円高や価格低下の

影響により若干の減収となりました。 

 半導体事業におきましては、商品構成を転換する事業戦略の一環で携帯電話用LCDドライバの数量が減少したこ

とに加え、全般的な価格低下や円高の影響もありましたが、携帯電話向けLCDコントローラをはじめとする複合商

品の数量が増加したことにより増収となりました。 

 電子デバイス事業セグメントの営業利益につきましては、ディスプレイ事業の構造改革にともなう費用削減に加

え、αTFTとLTPSの数量効果およびモデルミックスの改善などにより黒字転換いたしました。 

 以上の結果、当第２四半期連結会計期間の電子デバイス事業セグメントの売上高は99,243百万円、営業利益は

3,919百万円となりました。 

（精密機器事業） 

 精密機器事業セグメントにおきましては、米国を中心にウオッチの数量が減少したことにより減収となりまし

た。 

 精密機器事業セグメントの営業利益につきましては、減収にともない減益となりました。 

 以上の結果、当第２四半期連結会計期間の精密機器事業セグメントの売上高は22,516百万円、営業利益は494百

万円となりました。 

 所在地別セグメントごとの業績は、次のとおりであります。 

（日本） 

 αTFTが増収となり、TFD、CSTN、インクジェットプリンタおよびページプリンタが減収となりました。 

 この結果、売上高は298,281百万円、営業利益は1,438百万円となりました。 

（米州） 

 αTFTが増収となり、インクジェットプリンタ、ターミナルモジュールおよびドットマトリクスプリンタが減収

となりました。 

 この結果、売上高は68,869百万円、営業利益は1,502百万円となりました。 

（欧州） 

 αTFTが増収となり、インクジェットプリンタ、ターミナルモジュールおよびドットマトリクスプリンタが減収

となりました。 

 この結果、売上高は66,288百万円、営業利益は2,000百万円となりました。 

（アジア・オセアニア） 

 液晶プロジェクターが増収となり、CSTN、TFDおよびインクジェットプリンタが減収となりました。 

 この結果、売上高は196,699百万円、営業利益は5,985百万円となりました。 

（2）キャッシュ・フローの状況 

 当第２四半期連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローのうち、税金等調整前四半期純利益は4,714百

万円となりました。税金等調整前四半期純利益の調整項目のうち、有形・無形固定資産を中心とした減価償却費

は、電子デバイス事業セグメントおよび情報関連機器事業セグメントを中心に19,793百万円となりました。資産お

よび負債の増減においては、売上債権が747百万円増加し、たな卸資産が22,185百万円増加しました。仕入債務に

ついては、8,367百万円の増加となりました。また、法人税等の支払額は3,321百万円となりました。この結果、営
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業活動によるキャッシュ・フローは14,174百万円の収入となりました。 

 投資活動によるキャッシュ・フローのうち、情報関連機器事業セグメントおよび電子デバイス事業セグメントを

中心とする設備投資による支払額および前四半期連結会計期間末に取得した有形・無形固定資産の支払期日到来に

よる支払額合計が18,057百万円となりました。この結果、投資活動によるキャッシュ・フローは18,046百万円の支

出となりました。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の返済などにともない17,052百万円の支出となりました。 

 以上の結果、当第２四半期連結会計期間の現金及び現金同等物の四半期末残高は273,200百万円となりました。 

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第２四半期連結会計期間において、エプソンが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

 なお、当社は、財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容な

ど（会社法施行規則第127条各号に掲げる事項）は、次のとおりであります。 

①当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針 

 当社は、当社の株主は市場での自由な取引を通じて決まるものと考えます。したがって、当社の財務および事

業の方針の決定を支配することが可能な数の株式を取得する買付提案に応じるか否かの判断は、最終的には株主

の皆様のご意思に委ねられるべきものと考えます。 

 当社は、企業価値や株主共同の利益を確保・向上させていくためには、役職員が一体となって価値創造に向け

て取り組むことや、創業以来の風土を大切にしながら創造と挑戦を続けていくこと、お客様の信頼を維持・獲得

していくことが不可欠と考えております。 

 しかしながら、株式の大量取得行為のなかには、対象会社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上

させることにならないものも存在します。当社は、このような不適切な株式の大量取得行為を行う者は当社の財

務および事業の方針の決定を支配する者として適当ではなく、このような者による大量取得行為に対しては必要

かつ相当な手段をとることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保する必要があると考えます。

②基本方針の実現に資する取組み 

1）基本方針の実現に資する特別な取組み 

 エプソンは、中期経営計画に基づき、各事業の収益性改善および将来における事業基盤の強化に取り組んでき

ましたが、今後はエプソンの企業価値の源泉である「ものづくり」の企業文化を維持しつつ、技術開発力をさら

に高めていくため、通常の設備投資に加え、必要な事業投資も積極的に行い、中長期的な成長戦略を進めていく

とともに、海外における多数の生産・開発拠点、営業・サービス拠点によるネットワークを活かし、最適なグル

ープ展開を図ってまいります。 

 コーポレートガバナンスにつきましては、当社は中期経営計画を実行するに当たり、経営の枠組みを見直し、

取締役定員の削減、取締役任期の２年から１年への短縮、業務執行役員制度の導入、取締役・監査役の退職慰労

金制度の廃止および株価連動型報酬制度の導入などといった制度改革を行いました。今後も継続的により良いガ

バナンスの在り方を検討してまいります。 

2）基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止するため

の取組み 

 当社は、平成20年４月30日開催の取締役会において、「当社株式の大量取得行為に関する対応策」（以下「本

プラン」という。）の導入を決議し、平成20年６月25日開催の定時株主総会において、株主の皆様の承認が得ら

れたことから、その効力が発生しております。 

③具体的取組みに対する当社取締役会の判断およびその理由 

 上記② 1）に記載した取組みやコーポレートガバナンスの強化といった各施策は、当社の企業価値・株主共同

の利益を継続的かつ持続的に向上させるための具体的方策として策定されたものであり、基本方針の実現に資す

るものです。 

 また、本プランは、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上させる目的をもって導入されるもの

であり、上記①に記載した基本方針に沿うものです。特に、本プランは、株主総会において株主の承認を得たう

えで導入されたものであること、その内容として合理的な客観的発動要件が設定されていること、当社経営陣か

ら独立性の高い者のみから構成される特別委員会が設置されており、本プランの発動に際しては必ず特別委員会

の判断を経ることが必要とされていること、特別委員会は当社の費用で第三者専門家の助言を得ることができる

とされていること、有効期間が約３年と定められたうえ、取締役会によりいつでも廃止できるとされていること

などにより、その公正性・客観性が担保されており、高度の合理性を有し、企業価値ひいては株主共同の利益に
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資するものであって、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではありません。 

（4）研究開発活動 

 当第２四半期連結会計期間におけるエプソンの研究開発活動の金額は21,727百万円であります。 

 なお、当第２四半期連結会計期間において、エプソンの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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第３【設備の状況】 

（1）主要な設備の状況 

 当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

（2）設備の新設、除却等の計画 

 当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却

などについて、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却など

の計画はありません。  
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第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1)【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2)【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3)【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

(4)【発行済株式総数、資本金等の推移】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 607,458,368 

計 607,458,368 

種類 
第２四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成20年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成20年11月14日） 

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名 

内容 

普通株式 196,364,592 196,364,592 東京証券取引所市場第一部 ─ 

計 196,364,592 196,364,592 ─ ─ 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成20年７月１日～ 

平成20年９月30日 
－ 196,364,592 － 53,204,076 － 79,500,903 
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(5)【大株主の状況】 

（注）１．ドッチ・アンド・コックス（Dodge & Cox）から平成18年４月14日付で大量保有報告書の提出があり、平成

18年３月31日現在で12,427,200株を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当第２四半期会

計期間末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、当該大量保有報告書の内容は、次のとおりであります。 

大量保有者     ドッチ・アンド・コックス（Dodge & Cox） 

住所        アメリカ合衆国カリフォルニア州94104、サンフランシスコ、 

          カリフォルニア・ストリート555、40階 

保有株券等の数   株式 12,427,200株  

株券等保有割合   6.33％  

２．ドッチ・アンド・コックス（Dodge & Cox）から平成20年７月７日付で変更報告書の提出があり、平成20年

６月30日現在で9,080,600株を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当第２四半期会計期

間末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

なお、当該変更報告書の内容は、次のとおりであります。 

大量保有者     ドッチ・アンド・コックス（Dodge & Cox） 

住所        アメリカ合衆国カリフォルニア州94104、サンフランシスコ、 

          カリフォルニア・ストリート555、40階 

保有株券等の数   株式 9,080,600株  

株券等保有割合   4.62％  

平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数（株） 
発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

青山企業株式会社 東京都中央区銀座３－５－８ 20,318,934 10.34 

三光起業株式会社 東京都中央区銀座５－６－１ 14,288,550 7.27 

服部 靖夫 東京都港区 7,248,306 3.69 

服部 れい次郎 東京都港区 7,060,700 3.59 

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町１－13－１ 6,240,000 3.17 

セイコーホールディングス株式会社 東京都中央区銀座４－５－11 6,145,100 3.12 

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海１－８－11 5,911,400 3.01 

服部 歊 東京都港区 5,599,968 2.85 

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口４Ｇ） 
東京都中央区晴海１－８－11 5,150,300 2.62 

セイコーエプソン従業員持株会 長野県諏訪市大和３－３－５ 4,921,248 2.50 

計 － 82,884,506 42.20 
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３．バークレイズ・グローバル・インベスターズ株式会社およびその共同保有者から平成20年４月７日付で大量

保有報告書の提出があり、平成20年３月31日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨の報告を受

けておりますが、当社として当第２四半期会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができませんの

で、上記大株主の状況には含めておりません。 

４．バークレイズ・グローバル・インベスターズ株式会社およびその共同保有者から平成20年７月７日付で変更

報告書の提出があり、平成20年６月30日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けて

おりますが、当社として当第２四半期会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上

記大株主の状況には含めておりません。 

氏名又は名称 住所 
保有株券等の数 

（株） 
株券等保有割合 

（％） 

バークレイズ・グローバ

ル・インベスターズ株式

会社 

東京都渋谷区広尾１－１－39 3,388,600 1.73 

バークレイズ・グローバ

ル・インベスターズ、エ

ヌ・エイ 

米国 カリフォルニア州 サンフラ

ンシスコ市 フリーモント・ストリ

ート45 

3,488,318 1.78 

バークレイズ・グローバ

ル・ファンド・アドバイ

ザーズ 

米国 カリフォルニア州 サンフラ

ンシスコ市 フリーモント・ストリ

ート45  

1,062,700 0.54 

バークレイズ・グローバ

ル・インベスターズ・リ

ミテッド 

英国 ロンドン市 ロイヤル・ミン

ト・コート１ 
1,702,600 0.87 

バークレイズ・キャピタ

ル・セキュリティーズ・

リミテッド 

英国 ロンドン市 カナリーワー

フ ノース・コロネード５ 
238,200 0.12 

バークレイズ・キャピタ

ル証券株式会社 
東京都千代田区大手町２－２－２ 261,300 0.13 

 計  － 10,141,718 5.16 

氏名又は名称 住所 
保有株券等の数 

（株） 
株券等保有割合 

（％） 

バークレイズ・グローバ

ル・インベスターズ株式

会社 

東京都渋谷区広尾１－１－39 2,528,600 1.29 

バークレイズ・グローバ

ル・インベスターズ、エ

ヌ・エイ 

米国 カリフォルニア州 サンフラ

ンシスコ市 ハワード・ストリート

400 

3,140,418 1.60 

バークレイズ・グローバ

ル・ファンド・アドバイ

ザーズ 

米国 カリフォルニア州 サンフラ

ンシスコ市 ハワード・ストリート

400 

1,093,200 0.56 

バークレイズ・グローバ

ル・インベスターズ・リ

ミテッド 

英国 ロンドン市 ロイヤル・ミン

ト・コート１ 
1,498,703 0.76 

 計  － 8,260,921 4.21 
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５．バークレイズ・グローバル・インベスターズ株式会社およびその共同保有者から平成20年８月15日付で変更

報告書の提出があり、平成20年８月11日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けて

おりますが、当社として当第２四半期会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上

記大株主の状況には含めておりません。 

６．バークレイズ・グローバル・インベスターズ株式会社およびその共同保有者から平成20年９月16日付で変更

報告書の提出があり、平成20年９月８日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けて

おりますが、当社として当第２四半期会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上

記大株主の状況には含めておりません。 

氏名又は名称 住所 
保有株券等の数 

（株） 
株券等保有割合 

（％） 

バークレイズ・グローバ

ル・インベスターズ株式

会社 

東京都渋谷区広尾１－１－39 3,387,400 1.73 

バークレイズ・グローバ

ル・インベスターズ、エ

ヌ・エイ 

米国 カリフォルニア州 サンフラ

ンシスコ市 ハワード・ストリート

400 

3,217,618 1.64 

バークレイズ・グローバ

ル・ファンド・アドバイ

ザーズ 

米国 カリフォルニア州 サンフラ

ンシスコ市 ハワード・ストリート

400 

1,076,600 0.55 

バークレイズ・グローバ

ル・インベスターズ・リ

ミテッド 

英国 ロンドン市 ロイヤル・ミン

ト・コート１ 
1,545,103 0.79 

バークレイズ・キャピタ

ル・セキュリティーズ・

リミテッド 

英国 ロンドン市 カナリーワーフ

ノース・コロネード５ 
0 0.00 

バークレイズ・キャピタ

ル証券株式会社 
東京都千代田区大手町２－２－２ 620,000 0.32 

 計  － 9,846,721 5.01 

氏名又は名称 住所 
保有株券等の数 

（株） 
株券等保有割合 

（％） 

バークレイズ・グローバ

ル・インベスターズ株式

会社 

東京都渋谷区広尾１－１－39 4,609,700 2.35 

バークレイズ・グローバ

ル・インベスターズ、エ

ヌ・エイ 

米国 カリフォルニア州 サンフラ

ンシスコ市 ハワード・ストリート

400 

4,028,324 2.05 

バークレイズ・グローバ

ル・ファンド・アドバイ

ザーズ 

米国 カリフォルニア州 サンフラ

ンシスコ市 ハワード・ストリート

400 

1,048,600 0.53 

バークレイズ・グローバ

ル・インベスターズ・リ

ミテッド 

英国 ロンドン市 ロイヤル・ミン

ト・コート１ 
1,746,097 0.89 

バークレイズ・キャピタ

ル・セキュリティーズ・

リミテッド 

英国 ロンドン市 カナリーワーフ

ノース・コロネード５ 
0 0.00 

バークレイズ・キャピタ

ル証券株式会社 
東京都千代田区大手町２－２－２ 547,600 0.28 

 計  － 11,980,321 6.10 
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(6)【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,100株含まれております。また、「議

決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数11個が含まれております。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

平成20年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 2,500 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 196,353,200 1,963,532 － 

単元未満株式 普通株式 8,892 － － 

発行済株式総数 196,364,592 － － 

総株主の議決権 － 1,963,532 － 

平成20年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

セイコーエプソン

株式会社 

東京都新宿区西新

宿２－４－１ 
2,500 － 2,500 0.00  

計 － 2,500 － 2,500 0.00  

月別 
平成20年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 2,850 2,760 2,940 3,010 3,300 3,180 

最低（円） 2,480 2,400 2,545 2,705 2,875 2,395 

2008/11/11 15:46:2208507391/セイコーエプソン株式会社/四半期報告書/2008-09-30



３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

（1）新任役員 

 該当事項はありません。 

（2）退任役員 

 該当事項はありません。 

（3）役職の異動 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

専務取締役 
生産力強化戦略本

部長 
専務取締役  － 両角 正幸  平成20年10月１日

常務取締役 経営戦略本部長  常務取締役 経営管理本部長 久保田 健二 平成20年10月１日

常務取締役  
デバイス事業戦略

室長 
常務取締役 － 小松 宏  平成20年10月１日

取締役  

情報機器事業セグ

メント副担当 兼 

機器事業企画・管

理室長 

取締役  経営戦略室長 酒井 明彦  平成20年10月１日
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第５【経理の状況】 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、四半期連結財務諸表については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する

内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第７条第１項第３号ただし書きおよび第５号ただし書きによ

り、改正後の四半期連結財務諸表規則を適用しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から

平成20年９月30日まで）および当第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四

半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。  
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 136,610 171,970

受取手形及び売掛金 195,149 187,775

有価証券 129,007 137,079

商品及び製品 112,196 86,344

仕掛品 50,405 49,618

原材料及び貯蔵品 26,330 25,394

その他 ※5  90,030 ※5  82,094

貸倒引当金 △3,066 △3,032

流動資産合計 736,664 737,245

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 439,141 435,868

機械装置及び運搬具 570,610 536,915

工具、器具及び備品 198,756 196,487

その他 65,716 67,184

減価償却累計額 △930,993 △893,193

有形固定資産合計 343,231 343,261

無形固定資産 21,178 20,660

投資その他の資産   

投資有価証券 19,312 20,419

その他 17,433 17,756

貸倒引当金 △206 △178

投資その他の資産合計 36,539 37,997

固定資産合計 400,949 401,919

資産合計 1,137,613 1,139,165
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 115,702 100,453

短期借入金 33,267 25,283

1年内返済予定の長期借入金 50,629 73,047

未払法人税等 10,118 10,086

賞与引当金 19,486 20,285

製品保証引当金 10,387 11,240

その他 140,224 144,726

流動負債合計 379,816 385,123

固定負債   

社債 100,000 100,000

長期借入金 134,085 143,871

退職給付引当金 12,628 14,532

リサイクル費用引当金 953 948

製品保証引当金 606 830

訴訟損失引当金 3,161 2,955

負ののれん ※4  2,242 ※4  2,877

その他 18,895 16,580

固定負債合計 272,573 282,595

負債合計 652,389 667,718

純資産の部   

株主資本   

資本金 53,204 53,204

資本剰余金 79,500 79,500

利益剰余金 335,297 326,719

自己株式 △8 △7

株主資本合計 467,994 459,417

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 3,148 3,859

繰延ヘッジ損益 2,529 156

為替換算調整勘定 △12,844 △16,227

評価・換算差額等合計 △7,166 △12,211

少数株主持分 24,395 24,240

純資産合計 485,224 471,446

負債純資産合計 1,137,613 1,139,165

2008/11/12 11:47:3008507391_セイコーエプソン株式会社_第２四半期報告書



（２）【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

売上高 615,784

売上原価 442,224

売上総利益 173,560

販売費及び一般管理費 ※1  145,551

営業利益 28,008

営業外収益  

受取利息 2,694

その他 3,463

営業外収益合計 6,157

営業外費用  

支払利息 2,782

為替差損 3,081

その他 804

営業外費用合計 6,669

経常利益 27,497

特別利益  

訴訟損失引当金戻入益 269

その他 ※3  438

特別利益合計 708

特別損失  

たな卸資産評価損 4,569

その他 3,203

特別損失合計 7,773

税金等調整前四半期純利益 20,432

法人税等 ※2  8,230

少数株主利益 481

四半期純利益 11,720
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【第２四半期連結会計期間】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成20年９月30日) 

売上高 311,507

売上原価 229,661

売上総利益 81,846

販売費及び一般管理費 ※1  76,211

営業利益 5,634

営業外収益  

受取利息 1,331

その他 1,642

営業外収益合計 2,973

営業外費用  

支払利息 1,343

為替差損 1,152

その他 592

営業外費用合計 3,088

経常利益 5,519

特別利益  

ゴルフ会員権売却益 79

過年度撤去費修正益 64

その他 123

特別利益合計 268

特別損失  

固定資産除却損 428

その他 646

特別損失合計 1,074

税金等調整前四半期純利益 4,714

法人税等 ※2  2,976

少数株主利益 318

四半期純利益 1,420
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 20,432

減価償却費 38,113

持分法による投資損益（△は益） △41

のれん償却額 △600

貸倒引当金の増減額（△は減少） 87

賞与引当金の増減額（△は減少） △774

製品保証引当金の増減額（△は減少） △999

退職給付引当金の増減額（△は減少） △1,772

受取利息及び受取配当金 △2,954

支払利息 2,782

為替差損益（△は益） △968

固定資産売却損益（△は益） △157

固定資産除却損 965

投資有価証券売却損益（△は益） △28

売上債権の増減額（△は増加） △8,035

たな卸資産の増減額（△は増加） △29,124

未払消費税等の増減額（△は減少） 1,403

仕入債務の増減額（△は減少） 16,962

その他 △7,330

小計 27,962

利息及び配当金の受取額 2,933

利息の支払額 △2,932

法人税等の支払額 △7,196

営業活動によるキャッシュ・フロー 20,766

投資活動によるキャッシュ・フロー  

定期預金の増減額（△は増加） △579

投資有価証券の取得による支出 △457

投資有価証券の売却による収入 219

有形固定資産の取得による支出 △30,605

有形固定資産の売却による収入 273

無形固定資産の取得による支出 △4,661

無形固定資産の売却による収入 9

長期前払費用の取得による支出 △147

その他 101

投資活動によるキャッシュ・フロー △35,846
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（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） 9,101

長期借入金の返済による支出 △32,199

リース債務の返済による支出 △4,552

自己株式の取得による支出 △0

配当金の支払額 △3,141

少数株主への配当金の支払額 △394

財務活動によるキャッシュ・フロー △31,188

現金及び現金同等物に係る換算差額 3,054

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △43,214

現金及び現金同等物の期首残高 316,414

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  273,200
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

１．連結の範囲に関する事項

の変更 

(1)連結の範囲の変更  

 野洲セミコンダクター㈱およびToyocom U.S.A., Incは第１四半期連結会計期間に

おいて清算したため、連結の範囲から除外しております。 

  

 (2)変更後の連結子会社の数 

 98社 

２．会計処理基準に関する事

項の変更 

(1)たな卸資産の評価基準の変更 

 第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準

第９号 平成18年７月５日）が適用されたことにともない、たな卸資産の評価基準を

変更しております。 

 これにより、当第２四半期連結累計期間の営業利益および経常利益はそれぞれ

1,488百万円増加し、税金等調整前四半期純利益は3,080百万円減少しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。 

  (2)リース取引に関する会計基準の適用 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会

計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改

正））および「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30

日改正））が平成20年４月１日以後開始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸表

から適用することができることになったことにともない、第１四半期連結会計期間か

らこれらの会計基準等を適用し、通常の売買取引に係る会計処理によっております。

また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法に

ついては、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しておりま

す。 

 これにより、当第２四半期連結累計期間の営業利益は434百万円、経常利益は255百

万円それぞれ増加し、税金等調整前四半期純利益は390百万円減少しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。 

  (3）完成工事高および完成工事原価の計上基準の変更 

 請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用しておりま

したが、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）

および「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号 平

成19年12月27日）が平成21年４月１日より前に開始する連結会計年度から適用できる

ことになったことにともない、第１四半期連結会計期間からこれらの会計基準等を早

期適用し、当第２四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認め

られる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その

他の工事については工事完成基準を適用しております。これによる四半期連結財務諸

表に与える影響は軽微であります。 
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【簡便な会計処理】 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

１．固定資産の減価償却費の

算定方法 

 定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間

按分して算定する方法によっております。 

２．法人税等ならびに繰延税

金資産および繰延税金負債

の算定方法 

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境に

著しい変化が生じておらず、かつ、一時差異等の発生状況に大幅な変動がないと認め

られるので、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニ

ングを利用する方法によっております。 

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

 税金費用の計算  税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期

純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益

に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。 

 なお、法人税、住民税及び事業税と法人税等調整額を一括し「法人税等」として表

示しております。 
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 【注記事項】 

（四半期連結貸借対照表関係） 

（四半期連結損益計算書関係） 

当第２四半期連結会計期間末 
（平成20年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成20年３月31日） 

 １．手形割引高は、17百万円であります。 

 （内輸出荷為替手形割引高は、17百万円でありま

す。） 

１．       ────── 

  

２．保証債務 

 正規従業員の住宅金融・住宅財形融資制度による

銀行からの借入金に対して保証を行っております。 

２．保証債務 

 正規従業員の住宅金融・住宅財形融資制度による

銀行からの借入金に対して保証を行っております。 

正規従業員 1,869百万円 正規従業員 2,038百万円

３．貸出コミットメント 

 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため金融

機関28社と貸出コミットメント契約を締結しており

ます。この契約に基づく当第２四半期連結会計期間

末の借入未実行残高は次のとおりであります。 

３．貸出コミットメント 

 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため金融

機関28社と貸出コミットメント契約を締結しており

ます。この契約に基づく当連結会計年度末の借入未

実行残高は次のとおりであります。 

貸出コミットメントの総額 80,000百万円

借入実行残高 30,000百万円

差引額 50,000百万円

貸出コミットメントの総額 80,000百万円

借入実行残高 30,000百万円

差引額 50,000百万円

※４．のれんおよび負ののれんは、両者を相殺した差額

を「負ののれん」として表示しております。相殺前

の金額は次のとおりであります。 

※４．のれんおよび負ののれんは、両者を相殺した差額

を「負ののれん」として表示しております。相殺前

の金額は次のとおりであります。 

のれん 398百万円

負ののれん 2,640百万円

のれん 423百万円

負ののれん 3,300百万円

※５．現先取引の担保として自由処分権のある有価証券

を受け入れており、当第２四半期連結会計期間末日

の時価は9,957百万円であります。 

※５．現先取引の担保として自由処分権のある有価証券

を受け入れており、当連結会計年度末日の時価は

9,606百万円であります。 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額は、次のとおりであります。 

給料手当 39,832百万円

研究開発費 21,756百万円

※２．当第２四半期連結累計期間における税金費用については、法人税、住民税及び事業税と法人税等調整額を一括  

し「法人税等」として表示しております。 

※３．特別利益の「その他」に含まれている過年度工事利益は、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15

号 平成19年12月27日）第25項に基づき、平成20年４月１日時点で存在するすべての工事契約について同会計基

準を適用したことによる過年度の工事の進捗に見合う利益であります。なお、過年度の工事の進捗に対応する工

事収益の額および工事原価の額は、それぞれ157百万円および113百万円であります。  

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額は、次のとおりであります。 

給料手当 20,608百万円

研究開発費 11,595百万円

※２．当第２四半期連結会計期間における税金費用については、法人税、住民税及び事業税と法人税等調整額を一括  

し「法人税等」として表示しております。 
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（株主資本等関係） 

当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）および当第２四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 

至 平成20年９月30日） 

１．発行済株式の種類および総数 

   普通株式  196,364,592株  

２．自己株式の種類および株式数 

   普通株式        2,577株  

３．配当に関する事項 

(1)配当金支払額 

(2)基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

        （平成20年９月30日現在） 

現金及び預金勘定 136,610百万円

有価証券勘定 129,007百万円

貸付金（現先運用） 10,000百万円

短期借入金勘定（当座借越） △353百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △2,048百万円

償還期限が３ヶ月を超える有価証券 △15百万円

現金及び現金同等物 273,200百万円

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年６月25日 

定時株主総会 
普通株式 3,141 16 平成20年３月31日 平成20年６月26日 利益剰余金

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年10月29日 

取締役会 
普通株式 3,730 19 平成20年９月30日 平成20年12月５日 利益剰余金
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（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

当第２四半期連結会計期間（自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日） 

 （注）１．事業は、製品特性、市場、販売方法により分類しており、各区分に属する主要商品等は次のとおりであります。 

２．会計処理基準に関する事項の変更 

（たな卸資産の評価基準の変更） 

 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２.(1）に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より「棚卸資

産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日）を適用しております。 

 これにともない、従来の方法によった場合と比較し、当第２四半期連結累計期間の営業利益は、情報関連機器事業において88百万

円、電子デバイス事業において1,284百万円、精密機器事業において95百万円、その他の事業において20百万円それぞれ増加しておりま

す。 

（リース取引に関する会計基準の適用） 

 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２.(2）に記載のとおり、所有権移転外ファイナンス・リース取

引については、第１四半期連結会計期間より「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審

議会第一部会）、平成19年３月30日改正））および「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成

６年１月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用しております。 

 これにともない、従来の方法によった場合と比較し、当第２四半期連結累計期間の営業利益は、情報関連機器事業において７百万

円、電子デバイス事業において421百万円、精密機器事業において０百万円、その他の事業において４百万円増加しております。 

 
情報関連
機器事業 

（百万円） 

電子デバ
イス事業 

（百万円） 

精密機器
事業 

（百万円） 

その他の
事業 

（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は
全社 

（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高              

(1）外部顧客に対する売上高 199,794 88,601 22,100 1,010 311,507 ― 311,507 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
593 10,641 415 7,105 18,755 (18,755) ― 

計 200,387 99,243 22,516 8,115 330,263 (18,755) 311,507 

営業利益 4,297 3,919 494 △3,237 5,473 160 5,634 

 
情報関連
機器事業 

（百万円） 

電子デバ
イス事業 

（百万円） 

精密機器
事業 

（百万円） 

その他の
事業 

（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は
全社 

（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高              

(1）外部顧客に対する売上高 404,225 167,593 42,067 1,898 615,784 ― 615,784 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
1,233 19,361 733 15,499 36,827 (36,827) ― 

計 405,458 186,955 42,801 17,398 652,612 (36,827) 615,784 

営業利益 25,946 6,425 736 △5,529 27,579 429 28,008 

事業区分 主要商品等 

情報関連機器事業 

インクジェットプリンタ、ページプリンタ、ドットマトリクスプリンタ、大判インクジェットプリン

タおよびそれらの消耗品、カラーイメージスキャナ、ミニプリンタ、POSシステム関連製品、液晶プロ

ジェクター、液晶モニター、ラベルライタ、PC 等 

電子デバイス事業 
中・小型液晶ディスプレイ、液晶プロジェクター用高温ポリシリコンTFT液晶パネル、水晶振動子、水

晶発振器、オプトデバイス、CMOS LSI 等 

精密機器事業 
ウオッチ、ウオッチムーブメント、プラスチック眼鏡レンズ、水平多関節型ロボット、ICハンドラ、

工業用インクジェット装置 等 

その他の事業 グループ内サービス業、胎内育成事業 等 
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【所在地別セグメント情報】 

当第２四半期連結会計期間（自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日） 

 （注）１．国または地域の区分の方法は地理的近接度に基づく区分方法によっており、各地域区分に属する主要国名等は次のとおりでありま

す。 

２．会計処理基準に関する事項の変更 

（たな卸資産の評価基準の変更） 

 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２.(1）に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より「棚卸資

産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日）を適用しております。 

 これにともない、従来の方法によった場合と比較し、当第２四半期連結累計期間の営業利益は、日本において380百万円、消去又は全

社において1,108百万円それぞれ増加しております。 

（リース取引に関する会計基準の適用） 

 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２.(2)に記載のとおり、「所有権移転外ファイナンス・リース

取引については、第１四半期連結会計期間より「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計

審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））および「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平

成６年１月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用しております。 

 これにともない、従来の方法によった場合と比較し、当第２四半期連結累計期間の営業利益は、日本において434百万円増加しており

ます。 

 
日本 

（百万円） 
米州 

（百万円） 
欧州 

（百万円） 

アジア・ 
オセアニア 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は
全社 

（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高              

(1）外部顧客に対する売上高 133,012 60,526 64,232 53,736 311,507 ― 311,507 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
165,269 8,343 2,056 142,962 318,632 (318,632) ― 

計 298,281 68,869 66,288 196,699 630,139 (318,632) 311,507 

営業利益 1,438 1,502 2,000 5,985 10,926 △5,291 5,634 

 
日本 

（百万円） 
米州 

（百万円） 
欧州 

（百万円） 

アジア・ 
オセアニア 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は
全社 

（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高              

(1）外部顧客に対する売上高 265,707 120,890 128,681 100,505 615,784 ― 615,784 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
301,597 15,716 3,363 266,545 587,222 (587,222) ― 

計 567,305 136,606 132,044 367,050 1,203,007 (587,222) 615,784 

営業利益 11,232 5,561 4,870 11,614 33,279 △5,270 28,008 

地域区分 主要国名等 

米州 
アメリカ合衆国、カナダ、ブラジル、チリ、アルゼンチン、コスタリカ、コロンビア、ヴェネズエ

ラ、メキシコ、ペルー 等 

欧州 イギリス、オランダ、ドイツ、フランス、イタリア、スペイン、ポルトガル、ロシア 等 

アジア・オセアニア 
中華人民共和国（香港を含む）、シンガポール、マレーシア、台湾、タイ、フィリピン、オーストラ

リア、ニュージーランド、インドネシア、韓国、インド 等 
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【海外売上高】 

当第２四半期連結会計期間（自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日） 

 （注）１．国または地域の区分の方法は地理的近接度に基づく区分方法によっており、各地域区分に属する主要国名等は次のとおりでありま

す。 

２．商社等の仲介者を通じての輸出は海外売上高には含めておりません。 

  米州 欧州 
アジア・ 
オセアニア 

計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 67,640 71,347 82,550 221,538 

Ⅱ 連結売上高（百万円）       311,507 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の

割合（％） 
21.7 22.9 26.5 71.1 

  米州 欧州 
アジア・ 
オセアニア 

計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 132,912 144,778 152,337 430,029 

Ⅱ 連結売上高（百万円）       615,784 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の

割合（％） 
21.6 23.5 24.7 69.8 

地域区分 主要国名等 

米州 
アメリカ合衆国、カナダ、ブラジル、チリ、アルゼンチン、コスタリカ、コロンビア、ヴェネズエ

ラ、メキシコ、ペルー 等 

欧州 イギリス、オランダ、ドイツ、フランス、イタリア、スペイン、ポルトガル、ロシア 等 

アジア・オセアニア 
中華人民共和国（香港を含む）、シンガポール、マレーシア、台湾、タイ、フィリピン、オーストラ

リア、ニュージーランド、インドネシア、韓国、インド 等 
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（１株当たり情報） 

１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益 

 （注） １株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

      （重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

２【その他】 

       平成20年10月29日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

    (イ) 中間配当による配当金の総額・・・・・・・・3,730百万円 

    (ロ) １株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・19円 

     (ハ) 支払請求の効力発生日および支払開始日・・・平成20年12月５日 

   （注）平成20年９月30日現在の株主名簿および実質株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行  

      います。 

当第２四半期連結会計期間末 
（平成20年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成20年３月31日） 

１株当たり純資産額 2,346円83銭 １株当たり純資産額 2,277円45銭

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

１株当たり四半期純利益 59円69銭 １株当たり四半期純利益 ７円23銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

四半期純利益（百万円） 11,720 1,420 

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ― 

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 11,720 1,420 

普通株式の期中平均株式数（千株） 196,362 196,362 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成20年11月14日

セイコーエプソン株式会社 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

 
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 渋谷 道夫  印 

 
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 市村 清   印 

 
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 山元 清二  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているセイコーエプソ

ン株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日

から平成20年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につ

いて四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、セイコーエプソン株式会社及び連結子会社の平成20年９月30日現在の

財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結

累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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